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 有田市職員旅費支給条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和７年３月19日 

 

 

有田市長 玉 木 久 登  

 

 

有田市条例第２号 

 

有田市職員旅費支給条例の一部を改正する条例 

 

有田市職員旅費支給条例（昭和29年条例第10号）の一部を次のように改正する。 

目次を削る。 

第１章の章名を削る。 

第２条中「、日当、宿泊料及び食卓料、移転料の７種」を「、宿泊費、宿泊手当、転居

費」に改める。 

第３条の前の見出し及び同条を次のように改める。 

（旅費の計算） 

第３条 旅費は、旅行に要する実費を弁償するためのものとして次条から第11条までに規定

する内容に基づき、最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合によって計算す

る。ただし、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により最も経済的な通常の経

路又は方法により旅行し難い場合には、その現によった経路及び方法によって計算する。 

第４条及び第５条を削り、第５条の２を第４条とする。 

第２章の章名を削る。 

第６条を第５条とする。 

第７条中「、船賃及び食卓料」を「及び船賃」に改め、同条を第６条とし、第８条を第７

条とし、第８条の２を第８条とする。 

第３章の章名を削る。 

第12条の前の見出し並びに同条及び第13条を次のように改める。 

（宿泊費） 

第12条 宿泊費は、別表第１に掲げるところに従いこれを支給する。ただし、宿泊に係る特

別な事情がある場合として規則で定める場合は、同表の額を超えて当該宿泊に要する費用

の額を支給する。 

（宿泊手当） 

第13条 宿泊手当は、宿泊を伴う旅行に必要な諸雑費に充てるための費用とし、その額は、

通常要する費用の額を勘案して別表第１で定める１夜当たりの定額とする。 

第14条を削り、第15条を第14条とし、同条の次に次の見出し及び１条を加える。 
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（転居費） 

第15条 転居費は、赴任に伴う転居について、実費額により支給する。その額は、転居の実

態を勘案して規則で定める方法により算定される額とする。 

第16条を削り、第17条を第16条とする。 

別表第１を次のように改める。 

別表第１（第６条、第12条及び第13条関係） 

区分 鉄道賃 船賃 車賃 宿泊費 宿泊手当 

    円

市長 

副市長 

教育長 

一般職の職員 

普通料金 

普通料金及

び特別船室

料金 

実額 実額 2,400 

備考１ 会社航路を利用する水路旅行における船賃は、「普通料金及び特別船室料金」を

「１等実額」と読み替える。 

２ 宿泊費の上限額は、国家公務員等の旅費に関する法律の例による。この場合にお

いて、国家公務員の職務の級に相当する当該職員の職務の級については、市長、副市

長及び教育長については指定職職員等とし、一般職の職員については職務の級が10級

以下の者とする。 

３ 一般職の職員が、市長、副市長、教育長又は市議会の議長、副議長及び委員長に 

同行若しくは随行したときの旅費は、同額とする。 

４ 宿泊手当の額は、宿泊費に朝食又は夕食に係る費用のいずれかに相当するものが 

含まれる場合においては３分の２の額とし、朝食及び夕食に係る費用に相当するもの

が含まれる場合においては３分の１の額とする。 

別表第２を次のように改める。 

別表第２ 削除 

 

付 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 


